
就学援助事務システム標準仕様書（案）（対応方針反映）

※2 「意見及び対応方針_自治体」シートより、標準仕様書への反映候補となる意見を記載。（同意の意見が複数提示された場合は、主要なもののみ記載する）。
青字：印字項目・標準レイアウトでの対応事項 黄色塗潰しセル：6/15（火）送付の資料から変更がある箇所 赤字：現行の標準仕様書案からの変更案。

1 就学援助費申請者一覧 一括 随時 紙 1.1 1.2. 申請情報管理 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

100 ①出力様式が紙となっていますが、職員事務の効率化（CSV加工による内部事務への活用、クライアン
ト台数が少ない場合はシステム上での確認ができない）、ペーパーレス化につながるめ、CSV（データ）の
出力も必要。

①意見のとおりであるため、業務効率化及びペーパーレス化のため、CSV等の出力も定義する。
※以下の帳票も同様の意見が存在するため、上記と同方針で対応する
2.世帯票、3.就学援助認定結果一覧、4.就学援助学校別認定・否認定者数一覧、5.月別就学援
助費認定結果一覧、6.新入学児童生徒学用品費等対象者一覧、12.児童生徒個人別支給調書、
13.口座振込通知書対象者一覧、14.就学援助費支払明細/口座振替一覧、20.医療券発送者一
覧、21.児童生徒医療費集計表、22.就学援助費児童生徒総括表、23.就学援助費支給内訳総括
表、24.補助対象品目別支給状況表）

1 就学援助費申請者一覧 一括 随時 紙/CSV 1.1 1.2. 申請情報管理 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

2 就学援助費申請者世帯表（世帯情報、所得
情報、税情報　等）

一括 随時 紙 1.1 1.2. 申請情報管理 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

28
30
669
732

①「世帯表」と「世帯票」とで表記が揺れているため、修正が必要。
②運用フローでは税情報の連携前に世帯票が登場するが、税情報連携前にどうやって、所得情報、税情報を印字
するか不明。
③世帯情報の中に続柄を記載し、当該世帯に被扶養者がいる場合、扶養区分を記載する必要がある。また、審査
時の確認のため、国民年金免除世帯・児童扶養手当受給世帯の情報が必要。（システム画面を遷移して確認す
ると非効率）
④特に分類1の帳票の印字内容が不明。分類2も合わせて、レイアウト（サンプル）を確認したい。

①「世帯票」に統一する。
②フローにおける世帯票出力のタイミングを修正する。
（修正前）申請情報登録
（修正後）支給判定処理
③審査時の事務効率化のため、当該情報の記載は有用だと想定される。よって、備考を充実化し世帯票に当該情
報が記載されるよう明記する。
④分類1の帳票について、帳票概要、印字項目の内容が明確になるように、備考の充実化・印字項目の補記・Q＆
A作成等による修正を行う。
※分類1の帳票全般に対する意見であるため、意見を確認し全般的に対応する

2 就学援助費申請者世帯票（世帯情報、所得
情報、税情報、等）

・以下の内容が記載される。

世帯情報（続柄、扶養情報を含む）、所得情
報、税情報、各種資格情報（国民年金保険
料に係る資格情報、国民年金保険料に係る資
格情報を含む）　等

一括 随時 紙/CSV 1.1 1.2. 申請情報管理 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

3 就学援助認定結果一覧 一括 随時 紙 1.1 2.5.支給認定 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

32
785

①7.月別就学援助費認定結果一覧との差が不明。
②月毎に認定処理を行う市区町村では認定結果を毎月学校へ通知するのに使用するため、一括だけで
なく、個別（学校ごと、申請月別）出力が必要。

①昨年度の調査踏まえ、どちらも定義していたが、違いは出力頻度及び学校ごとに出力するか否かの違い
であるため、「7.月別就学援助費認定結果一覧」の要件も満たせるように、「5.就学援助認定結果一
覧」に統合する。
②就学援助認定結果一覧を学校に送付する場合、個別（学校ごと・申請月別）での出力は必要にな
るとおもわれるため、一括だけでなく個別での出力及び対象月を指定しての出力を可能とする。
※以下の帳票も同様の意見が存在するため、上記と同方針で対応する
4.就学援助学校別認定・否認定者数一覧、5.月別就学援助費認定結果一覧

3 就学援助認定結果一覧 ・学校ごとに出力可能
・対象月を指定して出力可能

一括/個別 随時/月次 紙/CSV 1.1 2.5.支給認定 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

4 就学援助学校別認定・否認定者数一覧 一括 月次 紙 1.1 2.5.支給認定 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

4 就学援助学校別認定・否認定者数一覧 ・学校ごとに出力可能
・対象月を指定して出力可能

一括/個別 随時/月次 紙/CSV 1.1 2.5.支給認定 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

5 月別就学援助費認定結果一覧 一括 月次 紙 1.1 2.5.支給認定 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

5 月別就学援助費認定結果一覧
※「5.就学援助認定結果一覧」に統合

一括 月次 紙 1.1 2.5.支給認定 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

6 新入学児童生徒学用品費等対象者一覧 一括 随時 紙 1.1 2.4.支給対象外設定 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

939 ①当自治体では、新入学児童生徒学用品費の支給を入学前にしており、就学援助費認定通知書ではなく、入学
準備金認定通知書で通知しているため、保護者向けの個別の帳票を追加してほしい。

①新入学児童生徒学用品費の支給に係る認定通知書は、通常の認定通知書の印字内容を変更して出力できる
ような仕様を想定している。
具体的には印字項目は同一で、印字する内容が可変となる仕様である。例えば「通知書タイトル」の場合は以下両
パターンの印字が可能であり、パターンBのような要件を定義することで、新入学児童生徒学用品費の支給に係る認
定通知書としての要件も満たせると想定する。

パターンA：認定通知書
パターンB：認定通知書（新入学児童生徒学用品費）

本仕様の内容で上記が実現できるか、問題ないかについては、ベンダに確認する。

6 新入学児童生徒学用品費等対象者一覧 ・新入学児童生徒学用品費の支給に係る認定
通知書は、通常の認定通知書の印字内容を変
更して出力できるような仕様を想定

一括 随時 紙/CSV 1.1 2.4.支給対象外設定 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

7 就学援助費保留通知書 個別 随時 紙 1.1 2.5.支給認定 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

465
599
601
600
429
602

①通知書様式の統一化により、住民にとっての視認性向上が期待できるため、分類2から3に変更が必
要。
②申請月毎に一括して出力するために、個別だけでなく、一括が必要。
③保留となった理由によって、課税証明書等、個人単位で必要となる書類があり、住民サービス向上・事
務効率化のために、誰の分の書類が必要か氏名を表示する必要がある。
④整理番号で確認が取れるため、児童・生徒名、学校名・学年の印字は非表示にできるようにしたい。
⑤保護者あて通知等は、在籍の学校を通じて手渡しており、郵送をしないため、送付先の記載は不要。
⑥区役所での受付も行っているため、提出先には、「区役所」・「教育委員会」のどちらかに提出するよう表
示してほしい。

①ご意見のとおりであり、複数自治体から要望があため、分類3に変更する。
※以下の帳票も同様の意見であるため、同方針とする
11.就学援助費認定取消通知、15.口座振込通知書（保護者向け）、No.17~19 医療券
②通知書（保留通知書、認定通知書、否認定通知書、口座振込通知書）、医療券は、認定時期に
一括で出力することが業務効率化の観点から望ましいと思われるため、一括での出力も可能にする。
③複数の自治体に有用な機能と想定されるため、氏名の表示可否をベンダに確認し、可能であれば追加
する。
※保留理由は機能要件（「2.5.3.支給認定処理」）でマスタ管理する想定であるが、氏名まで表示す
ることは想定されていない。
④個人情報保護の観点から「児童・生徒名、学校名・学年」を非表示にすることも可能とする。（学校を
経由して配布する運用を想定）
⑤個人情報保護の観点から、保護者あて通知等の「送付先」を非表示にすることも可能にする。
※以下の帳票も同様の意見であるため、同方針とする
9.就学援助費否認定通知書、11.就学援助費認定取消通知、15.口座振込通知書（保護者向
け）、17~19 医療券
⑥自治体に提出先が複数存在することは一般的に想定され、そのような自治体には必要な要件であるた
め、標準帳票要件に追記する。

7 就学援助費保留通知書 個別/一括 随時 紙 1.1 2.5.支給認定 分類2
分類3

印字（出力）項目
すべてを定義
帳票レイアウト・印
字（出力）項目す
べてを定義

①通知書等の要件化方針
※詳細はサマリに記載

8 就学援助費認定通知書 個別 随時 紙 1.1
1.2

3.1. 通知出力 分類3 帳票レイアウト・印
字（出力）項目す
べてを定義

481
484
430
163
431
371
164

①「専決者役職・氏名」は、人事異動等が発生する等担当者名を住民に開示するメリットは少ないと想
定し、標準項目対象外とするとしているが、印字項目に含まれていて不整合。
②標準レイアウト様式と印字項目の間に不整合がある。
③認定期間を標準項目もしくは自治体の判断で表示可能と出来るようにしてもらいたい。
④学校長宛の要否結果通知（学校毎の児童生徒名簿）が必要。
⑤認定区分が必要。
⑥メールアドレスの印字が必要。現帳票で掲載しているため。それに加えて、市民が時間内に電話による
問合せではなく、時間外にメールによる問合せをすることができるため。
⑦通知一枚に対して児童生徒一名の記載では、送付する際の仕分け作業や封入作業に時間がかか
る。また、申請書についても児童生徒一人あたり一枚提出してもらうわけではないので、保護者宛通知は
一枚で収まるように通知するのが望ましいと考えます。

①「08_就学援助費認定通知書」の印字項目から「専決者役職・氏名」を削除する。
以下、帳票も同様の意見であるため、同方針で対応する。
7.就学援助費保留通知書、9.就学援助費否認定通知書、11.就学援助費認定取消通知
②不整合がないよう修正する。
※以下の帳票も同様の意見であるため、同方針とする
9 就学援助費否認定通知書
③非表示にできる項目として明記する。
④学校長向けの判定結果通知（一覧）が含まれることを明記する。レイアウトに関しても検討する。
以下、帳票も同様の意見であるため、同方針で対応する。
9.就学援助費否認定通知書、11.就学援助費認定取消通知
⑤要保護・準要保護で対象となる費目が変わるため、要保護・準要保護の別を印字する。
⑥意見のとおり、住民サービス向上に資すると想定されるため、追加する。
※以下の帳票も同様の意見であるため、同方針とする
9.就学援助費否認定通知書、11.就学援助費認定取消通知、15.口座振込通知書（保護者向
け）、17~19 医療券
⑦意見のとおりであるため、世帯内に兄弟姉妹がいる場合に、通知書が1枚で済む仕様となるように、判
定を受けた兄弟姉妹全員の氏名が記載されるように印字項目を追加し、世帯ごとの出力が可能になるよ
うに明記する。

8 就学援助費認定通知書 ・学校長向けの一覧も出力されること 個別/一括 随時 紙 1.1
1.2

3.1. 通知出力 分類3 帳票レイアウト・印
字（出力）項目す
べてを定義

⑦兄弟姉妹分の各種通知書の出力
※詳細はサマリに記載

9 就学援助費否認定通知書 個別 随時 紙 1.1
1.2

3.1. 通知出力 分類3 帳票レイアウト・印
字（出力）項目す
べてを定義

328 ①当自治体では判定期間を「7月から翌年6月まで」と設定している。このような独自設定は保護者様に
お知らせするべき重要な情報であるため、「否認定期間」を、印字項目に追加して欲しい。

①印字項目に「備考」を追加し、「否認定期間」は備考で対応いただく。 9 就学援助費否認定通知書 ・学校長向けの一覧も出力されること 個別/一括 随時 紙 1.1
1.2

3.1. 通知出力 分類3 帳票レイアウト・印
字（出力）項目す
べてを定義

10 異動者一覧（住民税、生活保護、口座異動、
世帯異動、児童扶養手当、学籍、年齢到達
等）

一括 随時 紙 2.1 5.2. 異動者抽出 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

394
396
452

①口座情報は申請者からの申請に基づき、独自管理を行うため異動のリストは不要であるため。
②異動内容を確認する担当者が異なるため、それぞれの異動内容ごとで帳票が作成されることが望まし
い。
③年度単位での管理のため、年齢到達の把握は不要である。

①口座異動一覧については、他システムからの口座情報の取得が前提となるが、現行の機能要件では口
座情報の連携機能を定義していないため、削除する。
②異動内容ごとに一覧が出力される方が、業務効率の観点で望ましいと想定されるため、標準仕様書に
明記する。
③ご意見のとおり、年度単位の管理のため、年齢到達の異動を把握する必要性は著しく低いと想定され
るため、年齢到達一覧は削除する。

10 異動者一覧（住民税、生活保護、口座異動、
世帯異動、児童扶養手当、学籍、年齢到達
等）

・異動内容ごとに一覧を出力可能 一括 随時 紙/CSV 2.1 5.2. 異動者抽出 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

11 就学援助費認定取消通知 個別 随時 紙 2.1 3.1. 通知出力
5.3. 資格情報取消処理

分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

97 ①他の通知書は、～通知書となっているが、就学援助費認定取消通知と「書」が抜けており、統一してい
ただきたい。

①意見のとおりであるため、修正する。 11 就学援助費認定取消通知書 ・学校長向けの一覧も出力されること 個別 随時 紙 2.1 3.1. 通知出力
5.3. 資格情報取消処理

分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

（「No.7 就学援助費保留通知書」の論点①「通知
書等の要件化方針」の検討対象）

12 児童生徒個人別支給調書 一括 随時 紙 3.1 4.2. 支払情報作成 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

617 ①保護者振込分と学校長振込分で支出費目が異なるので、学校別に分けて出力しているため。 ①同様の運用を行う自治体には必要な設定であるため、学校ごとに出力できる旨を明記する。 12 児童生徒個人別支給調書 ・学校ごとに出力可能 一括 随時 紙/CSV 3.1 4.2. 支払情報作成 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

13 口座振込通知書対象者一覧 一括 随時 紙 3.1 4.2. 支払情報作成 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

13 口座振込通知書対象者一覧 一括 随時 紙/CSV 3.1 4.2. 支払情報作成 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

14 就学援助費支払明細/口座振替一覧 一括 随時 紙 3.1 4.2. 支払情報作成 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

792 ①補助金申請、報告等の算出資料とするため、学校、学年、準要保護・要保護・特別支援別の一覧も必要。 ①内部帳票は方針として改修を行わず、各パッケージの帳票様式に合わせて頂く運用を基本とする。ただし、自治体
により加工が必要な場合も想定し、一覧帳票は全てCSV形式での出力形式とする。

14 就学援助費支払明細/口座振替一覧 一括 随時 紙/CSV 3.1 4.2. 支払情報作成 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

15 口座振込通知書（保護者向け） 個別 随時 紙 3.1 4.2. 支払情報作成 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

15 口座振込通知書（保護者向け） 個別/一括 随時 紙 3.1 4.2. 支払情報作成 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

（「No.7 就学援助費保留通知書」の論点①「通知
書等の要件化方針」の検討対象）

16 口座振込通知書（学校長向け） 個別 随時 紙 3.1 4.2. 支払情報作成 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

188 ①給食費は保護者または学校長への支払の他、給食センターから給食費の調定データを受取り、支給額
を給食センターに支払う運用がある。給食センター口座の管理と共に、対応する通知書を追加することが
望ましい。

①給食センターへの口座振込通知書を要望する自治体は複数存在するため、運用上の必要性をWTで
検討する。

16 口座振込通知書（学校長向け） 個別/一括 随時 紙 3.1 4.2. 支払情報作成 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

17 医療券（医科） 個別 随時 紙 3.2 4.2. 支払情報作成 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

66 ①学校・医療機関での手書き項目の明記が必要。 ①医療券の印字項目には手書き入力欄の記載がないため、追記修正する。 17 医療券（医科） 個別/一括 随時 紙 3.2 4.2. 支払情報作成 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

（「No.7 就学援助費保留通知書」の論点①「通知
書等の要件化方針」の検討対象）

18 医療券（歯科） 個別 随時 紙 3.2 4.2. 支払情報作成 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

18 医療券（歯科） 個別/一括 随時 紙 3.2 4.2. 支払情報作成 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

（「No.7 就学援助費保留通知書」の論点①「通知
書等の要件化方針」の検討対象）

※1 「標準仕様書反映意見」に対応する意見番号を記載。

方針分類

標準化方針案 意見反映

関連意見番号※1 標準仕様書反映意見※2 意見への対応方針
WTにおける論点

標準帳票要件（修正後）

備考帳票名称 個別/一括 頻度 出力様式 フロー番号 機能分類No.

標準化方針案（修正後）

分類 方針

標準帳票要件（修正前）

No. 帳票名称 個別/一括 頻度 出力様式 フロー番号 機能分類
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就学援助事務システム標準仕様書（案）（対応方針反映）

※2 「意見及び対応方針_自治体」シートより、標準仕様書への反映候補となる意見を記載。（同意の意見が複数提示された場合は、主要なもののみ記載する）。
青字：印字項目・標準レイアウトでの対応事項 黄色塗潰しセル：6/15（火）送付の資料から変更がある箇所 赤字：現行の標準仕様書案からの変更案。

※1 「標準仕様書反映意見」に対応する意見番号を記載。

方針分類

標準化方針案 意見反映

関連意見番号※1 標準仕様書反映意見※2 意見への対応方針
WTにおける論点

標準帳票要件（修正後）

備考帳票名称 個別/一括 頻度 出力様式 フロー番号 機能分類No.

標準化方針案（修正後）

分類 方針

標準帳票要件（修正前）

No. 帳票名称 個別/一括 頻度 出力様式 フロー番号 機能分類

19 医療券（調剤） 個別 随時 紙 3.2 4.2. 支払情報作成 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

19 医療券（調剤） 個別/一括 随時 紙 3.2 4.2. 支払情報作成 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

（「No.7 就学援助費保留通知書」の論点①「通知
書等の要件化方針」の検討対象）

20 医療券発送者一覧 一括 随時 紙 3.2 4.2. 支払情報作成 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

20 医療券発送者一覧 一括 随時 紙/CSV 3.2 4.2. 支払情報作成 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

21 児童生徒医療費集計表 一括 随時 紙 3.2 4.2. 支払情報作成 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

403 ①児童生徒医療費集計表については、医療機関等のレセプト情報をもとに出力するため、業務フロー上の出力タイミ
ングの変更が必要。

①意見のとおり、「児童生徒医療費集計表」を出力するためには、レセプト情報が必要であるため、フローにおける出
力タイミングを修正する。

修正前：医療券出力時
修正後：レセプト情報等登録時

21 児童生徒医療費集計表 一括 随時 紙/CSV 3.2 4.2. 支払情報作成 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

22 就学援助費児童生徒総括表（認定者データ
一覧）

一括 年度 紙 4.1 6.1. 報告・統計 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

160 ①出力頻度が年度になっているが、年度途中の認定・廃止・認定情報変更等は全て総括表の送付によ
り行うため、随時に変更が必要。

①出力した日付の前月末までの情報が登録される想定であるため、出力頻度を月次に修正する。 22 就学援助費児童生徒総括表（認定者データ
一覧）

一括 年度月次 紙/CSV 4.1 6.1. 報告・統計 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

23 就学援助費支給内訳総括表 一括 年度 紙 4.1 6.1. 報告・統計 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

189 ①支払状況を指定することで、支払予定と支払実績の両方で使用できる帳票となるため、検索項目に支
払い状況を追加し、未払または支払を指定して印刷ができることが望ましい。

①便利機能であるため追加の方針とするが、ベンダの実装状況及び実装可否を確認して改めて検討す
る。
※以下帳票も同様の意見があるため、同方針で対応する
24.補助対象品目別支給状況表、25.就学援助対象者集計表（認定区分/認定理由別）

23 就学援助費支給内訳総括表 一括 年度 紙/CSV 4.1 6.1. 報告・統計 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

24 補助対象品目別支給状況表 一括 年度 紙 4.1 6.1. 報告・統計 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

24 補助対象品目別支給状況表 一括 年度 紙/CSV 4.1 6.1. 報告・統計 分類1 様式名と利用用途
のみを定義

25 就学援助対象者集計表（認定区分/認定理
由別）

一括 年度 CSV（データ） 4.1 6.1. 報告・統計 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

25 就学援助対象者集計表（認定区分/認定理
由別）

・EUC出力できること（印字項目の内容で出力
可能な状態にセットし、任意で出力項目を追加
できること）

一括 年度 CSV（データ） 4.1 6.1. 報告・統計 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

26 統計帳票（就学援助実施状況・学用品） 一括 年度 CSV（データ 4.1 6.1. 報告・統計 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

※26_統計帳票（就学援助実施状況・学用品）のシステム印字項目は、25_就学援助対象者集計表（認定
区分認定理由別）に含まれる内容であるため、26は削除を検討

26 統計帳票（就学援助実施状況・学用品） 一括 年度 CSV（データ 4.1 6.1. 報告・統計 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

27 統計帳票（就学援助実施状況・医療費） 一括 年度 CSV（データ 4.1 6.1. 報告・統計 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

27
26

統計帳票（就学援助実施状況・医療費） ・EUC出力できること（印字項目の内容で出力
可能な状態にセットし、任意で出力項目を追加
できること）

一括 年度 CSV（データ 4.1 6.1. 報告・統計 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

28 統計帳票（就学援助実施状況・給食費） 一括 年度 CSV（データ 4.1 6.1. 報告・統計 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

28
27

統計帳票（就学援助実施状況・給食費） ・EUC出力できること（印字項目の内容で出力
可能な状態にセットし、任意で出力項目を追加
できること）

一括 年度 CSV（データ 4.1 6.1. 報告・統計 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

29 転出先自治体連絡票（新入学児童生徒学
用品費支給済み通知）

個別 随時 紙 4.2
4.3

6.1. 報告・統計 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

105 29
28

転出先自治体連絡票（新入学児童生徒学
用品費支給済み通知）

個別 随時 紙 4.2
4.3

6.1. 報告・統計 分類2 印字（出力）項目
すべてを定義

その他 - ー ー ー ー ー

363
365
627
118
485
440,620
265

①機能要件で要望した「住民基本台帳上とシステム上の世帯員を比較し、一致するものについて自動継
続処理が行えること。」に関連し、一致せずに自動で申請受付状態とならなかったものを帳票として必要。
②学校長口座への振込分について、学校毎かつ対象世帯毎に内訳書を出力する学校長口座委任分支
払内訳書が必要。学校が市から就学援助費を受領した証明として、学校が保護者に配付するため。
③保護者に返納するように通知する際に必要。就学援助費の返還に関するデータをシステム管理してお
り、返還通知書を印刷できると事務効率が向上する。
④他の標準化対象業務標準化される金融機関への振込依頼通知の要件化が必要。システムの共通機
能が業務によってバラバラでは、統一性がなくシステム利用者（職員）の負担となるため。
⑤事前に保護者等に通知することはサービス向上となるため、支払情報（時期、金額）を通知するため
の帳票が必要。/教育委員会と学校間で、支給額の照会及び交付決定内容を通知する必要があるた
め、児童生徒への支払内容について学校へ通知するための一覧（各支給日ごとに、支給する内容を児
童生徒・費目別・振込先別に出力）が必要。
⑥申請書類ではあるが、支弁区分を決定した情報を含めて出力できる帳票（特別支援教育就学奨励
費に係る収入額・需要額調書）が必要。
⑦通知書を各世帯へ発送する作業や各種問い合わせへの対応のために、整理番号（申請番号）が印
字されていることが好ましい。

①当該のご意見は第1回WTでの検討事項になっているため、検討結果に準じて、改めて検討する。
②同運用を行っている自治体には必要な帳票であると想定されるため、WTでの検討事項とする。
③複数自治体から要望があり、他自治体でも返還（返納）時の通知書の運用はあると想定される。ま
た第一回意見照会において複数ベンダからも実装必須と要望があったため、追加で要件化する。
④金融機関に送付する口座振込依頼書は複数の自治体から要望があるため、本仕様書にも追加する。
なお、同帳票は、介護保険システムで標準帳票（分類1）として定義されている（※）ことから、本仕様
書でも分類1とする。出力様式等はベンダに確認する。
※全庁的にレイアウト等を統一している場合が多いケースが多いとのこと
⑤複数の自治体から要望があり、支払額を通知で確認できることは住民サービスの向上につながると想定
される、追加で要件化する。若しくは、認定通知書の印字項目に支払額を追記する。また、児童生徒毎
の支払内容について学校に通知する運用にも耐えるため、保護者向けだけでなく学校向けの帳票も出力
されるよう定義する。
⑥基本的には就学奨励に係る事務はスコープ外（ベンダPKGへの関連機能の実装は許容される）であ
るが、就学援助事務システムへ実装しなければ、就学援助事務の効率化・精度を下げる可能性がある帳
票はオプションとして定義する方針である。（併給確認機能等）当該帳票が上記に該当するか否かWT
で検討し、検討結果に応じて、オプション帳票として定義する。
⑦昨年度調査時には実装団体・ベンダが少なかったため、印字項目としなかったが、複数の自治体から要
望があり、事務効率化に有用と思われるため、標準仕様書に追加する。「整理番号」「申請番号」「認定
番号」と名称に表記揺れがあるため、統一する。

ー 【追加】
④振込依頼通知

④一括（仮）
※要ベンダ確認

④随時（仮）
※要ベンダ確認

④紙（仮）
※要ベンダ確認 ー ④4.2. 振込情報作成 ④分類1 ④様式名と利用用

途のみを定義

②学校長口座委任分支払内訳書の要否

③返還（返納）通知書の要否
※詳細はサマリに記載

⑤支給予定通知書（保護者向け・学校向け）の要
件化
※詳細はサマリに記載

⑦申請番号/認定番号の追加
※詳細はサマリに記載
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